
　「Waseda Vision 150」（以下、
Vision 150）は、早稲田大学創立130周
年（2012年度）を機に策定された、20
年後（2032年度）の自学の姿を描く中
長期計画だ。４つの「Vision」と「基
軸」（図表１）、および13の「核心戦
略」を柱に、「アジアのリーディングユ
ニバーシティ」をめざす。
　この計画により早稲田大学は、特
色強化策としてグローバル化をさらに
推進する。教育の質を高めるため、入
学者数の管理、留年者数の抑制によ
り、学部の学生数を削減。また、自学

に合った多様で優秀な学生の受け入
れ、教員の増員と質の向上、科目数の
削減、問題発見・解決型教育への移行
などを行う。財源は、国内外からの研
究費や寄付金を増やして確保する。一
方、大学院の学生数は、外国人留学生
を中心に増やす。これらの各施策にマ
イルストーンを設け、期限付きの細か
な数値目標を定めた。
　Vision 150策定の背景には、大規模
大学ならではの危機感がある。「18歳
人口の減少に伴い、大学の整理、統
合は避けられないと見ている。1990〜
2000年代に起きた大手金融機関の破
綻や統廃合に似た波が大学の世界に
も押し寄せている。小回りが利かず、

『地元密着』の特色を打ち出しづらい
大規模大学は、特に激しい生存競争に
さらされる」と大野髙裕理事は語る。
　Vision 150計画を着実に実行するた
めに、「推進会議」を設置。中心メン
バー28人が２週間に１度、午前８時30
分から69に及ぶプロジェクトの進捗を
報告し合う。2014年２月に開設した大
学総合研究センターがシンクタンク機
能を担い、エビデンスに基づいて改革
の方向性を適宜修正する。

　Vision 150からは、早稲田大学が
「グローバルリーダーをめざす大学」
という道を選んだことが明瞭にうかが
える。「グローバル化は本学が開学以
来、重んじてきた路線。国籍、出身地、
性別などの多様性あふれるキャンパス
を実現し、世界のどこに行ってもリー
ダーシップを発揮できる人材を育てる
ことが本学の使命だ」と、大野理事は
この戦略が歴史の積み重ねの上に立て
られたものであることを強調する。
　創立初期には地方や海外の人材を
多数受け入れ、それぞれの出身地や母

国に送り返すことを重視していたとい
う。近年は、1980年代に海外協定校の
拡充、90年代に海外拠点の設置に力を
入れ、2004年度には全ての授業を英語
で行う国際教養学部を開設した。2014
年度に文部科学省のスーパーグロー
バル大学創成支援のタイプA（トップ
型）に選定され、Vision 150の数値目
標の一部は当初の計画よりも早い進捗
が求められることになった（図表２）。

　学部の学生数は、2032年度までに約
２割の削減をめざす。当面は、入学者
数の管理と留年者数の抑制を具体的な
手段とする。

　入学者数について大野理事は、
「2012年度から毎年１％ずつ削減す
る計画を進めており、2017年度には入
学定員の1.08倍とする予定だ」と述べ
る。毎年約５％の退学率（現状）とい
う数値を考慮し、やや多めの入学者数
にしている。
　これと並行して、2013年度に発足し
た２つのオフィスが中心となって入試
改革を推進。「入試開発オフィス」が
入試に関する調査と学部に対する助言
を、「入学者選抜オフィス」が小規模
な新思考入試などを行い、多様で優秀
な学生、同大学への強い進学意欲を持
つ学生の獲得をめざす。
　一方、留年者数の抑制については、
４年間で卒業していない学生の比率約
10％を、５％に近づけるよう努力する。

留年者の約半数は留学や資格試験に
挑戦するなどポジティブなものだとい
う。これらを除いた「不本意な留年」
を、学生へのケアを厚くすることに
よって減らす考えだ。入学後の半年間
は留年につながる要因が発生しやすい
と考え、専任教員によるクラス担任制
などを推し進めている。
　従来、学部ごとに行われてきた欠席
しがちな学生への指導、保護者への成
績通知、ペアレンツデー（保護者会）
などの施策を、Vision 150策定以降は
教務部と学生部が全学的な視点の下で
担当。学部に対し、より効果的なケア
の提示などを行っている。また、2014
年度から、障がい学生支援室の支援範
囲を発達障がいの学生にも拡大。特定
の分野に秀でる一方、修学上、学生生
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【図表２】主な数値目標と実績

【図表１】中長期計画における早稲田のVisionと基軸

2012年度実績 2013年度実績 2017年度目標 2023年度目標 2032年度目標

学生数

学部学生数
※通信除く 43,974 人 42,929 人 40,000 人 35,000 人

大学院学生数 9,357 人 9,261 人 9,761 人 15,000 人

社会人教育（ビジネス講座、
日本語講座、公開講座など）
受講生数　※延べ人数

34,944 人 31,771 人 50,000 人 50,000 人

教員数
常勤教員 1,679 人 1,680 人 1,700 人 2,000 人

ST 比
（常勤教員数：学生数） 1：32 1：32 1：30 1：25

国際化

外国人学生（留学生） 4,362 人 4,697 人 7,000 人 9,165 人 10,000 人

海外派遣留学生 2,399 人 3,172 人 5,000 人 10,650 人 全学生

外国人教員（常勤のみ） 147 人 145 人 400 人 400 人

女性比率
女子学生 ( 学部・大学院 ) 35％ 35％ 40％ 50％

女性教員 13％ 15％ 18％ 22％ 30％

教育方法等
授業の公開率 0.3％ 1.7％ 100％ 100％

対話型、問題発見・解決型の
授業比率（学部） 29％ 30％ 40％ 75％

科目クラス数 科目クラス数（学部） 17,779 17,618 17,000 13,300

研究費 受け入れ研究費 96 億円 103 億円 107 億円 150 億円 200 億円

寄付金 寄付金 32 億円 43 億円 45 億円 70 億円 100 億円

※大学公表資料より。2017、2032 年度は「Waseda Vision 150」、2023 年度はスーパーグローバル大学創成支援事業「Waseda Ocean 構想」に示されたもの

Vision1 世界に貢献する高い志を持った学生

基軸1 人間力・洞察力を備えたグローバルリーダーの育成

Vision2 世界の平和と人類の幸福の実現に貢献する研究

基軸2 未来をイノベートする独創的研究の推進

Vision3 グローバルリーダーとして社会を支える卒業生

基軸3 校友・地域との生涯にわたる連携の強化

Vision4 アジアの大学のモデルとなる進化する大学

基軸4 進化する大学の仕組みの創設

グローバル化推進計画の下での
学部学生数削減と大学院シフト

事例1

早稲田大学は、2012年度に策定した中長期計画「Waseda Vision 150」に基づき、
学生数の削減を含む全学的な規模の適正化を実行に移している。
大きな目的は、グローバル化を軸とする教育の質の向上だ。
ブランド力のある大規模大学がこうした戦略を採るに至った背景と、
明確な数値目標が掲げられている各施策の詳細を紹介する。
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活上において特別な配慮を必要とする
発達障がい学生の特性に応じたケアを
することにより、留年者数の抑制につ
なげる。
　これら入学者数の管理、留年者数の
抑制が一定の効果を挙げた後には、学
部の入学・収容定員の削減にも着手す
る。ただし、これは学部・学科再編を
伴う可能性もあるため、慎重に検討を
進める考えだ。

　学部学生数削減の最大の目的は、教
育の質の向上だ。大学総合研究セン
ターの永間広宣事務長は、「Vision 150
がめざす対話型、問題発見・解決型教
育への移行は、学生数の削減、教員数
の増加、ICTの活用などの相乗効果に
よって、より確実に進捗する」と話す。
　一人ひとりの学生に丁寧な指導を行
うため、常勤教員の数を2032年度まで
に約２割増やし、ST比を現状の１：32
から１：25まで改善する。英語に堪能
な教員を積極的に採用し、英語による
授業のみで卒業できる学部を、現状の
６学部から増やす方針だ。特に、多く
の大学で取り組みが遅れている理系学
部で推進し競争力を高めるという。
　併せて教員評価を見直し、モチベー
ションの向上を図る。現在検討されて
いるのは、個々の教員の役割を明確に
して、それぞれの役割に対する貢献
度を評価する制度だ。教育、研究、大
学運営、社会貢献の４つのうち、どの
役割をどの程度果たすかを、一定期間
ごとに定めることなどが考えられてい
る。2013年度からは、教員表彰制度も
スタートしている。

　カリキュラムのスリム化に向けた見
直しも既に始まっている。現在、教員
は１週間に平均８コマの授業を担当し
ているが、これを減らし、授業の質を
高める狙いだ。2012年度時点で１万
8000弱あった科目数の約25％減を目
標としている。2014年度中に全科目の
ナンバリング対応を終了し、2015年度
からはカリキュラム全体の体系を見直
し、結果的に総数を削減する予定だ。

　学部の学生数を削減する一方、大学
院の学生数は約６割増やす方針だ。研
究者志向の学生だけでなく、修士とし
て企業等への就職をめざす学生の獲得
にも力点を置く。「社会情勢の変化に
対応できる高度人材を供給することが
目的。研究活動を通して、新しい価値
を生み出す力、社会を変革する力を身
に付けてほしい」と大野理事は言う。
大学院のディプロマポリシーやカリ
キュラムも、この方向性を意識したも
のに変えていく方針だ。
　学部と修士で計６年という修業年
限の長さがネックと感じる学生もいる
ため、５年一貫教育の導入を進めてい
る。学部在籍中に大学院の科目を先取
りし、修士課程を１年で修了する。一
部の学部・研究科は2014年度から導入
しており、2015年度以降も徐々に拡大
する予定だ。
　外国人留学生の獲得が大学院の学
生数増加策の要となる。アジア各国の
高等教育のレベル向上により、学部教
育を自国で受ける人々が増えているた
め、「留学生確保の主力は学部よりも
大学院」という考えが背景にある。

　具体的な方策として、海外オフィ
スを拠点にしたリクルーティングのほ
か、教員による海外大学への訪問を
増やす。2014年度からは、海外協定校
の学部生に向けた取り組みとして、約
１か月間、同大学の学びを体験できる
「サマーセッション」を開始。好評だっ
たため、2015年度は定員を50人増やし
て150人にし、５年後には500人にする
という。
　「留学生はシビアなので、本学で学
べること、身に付くこと、その後に期待
できるキャリアなどを明確に伝えられ
なければ、進学先として選んでくれな
い。各研究室が教育の強みや教員の研
究実績をもっとアピールする必要があ
る」（大野理事）。

　大学院の学生数を増やすとはいえ、
学部の学生数の削減と教員の増員は
収支構造を厳しくする。これについて
Vision 150で示されている解決策が、
研究費と寄付金のさらなる獲得だ。
　これまでの寄付は卒業生からのもの
が中心だったが、裾野を広げるために
「WASEDAサポーターズ倶楽部」を
開設。教育内容の紹介や教員による講
演を一都三県以外の全道府県で行う
「地域交流フォーラム」や、体育会系
のクラブによるスポーツ教室等の地域
イベントでできる早稲田の「ファン」
を中心に寄付を募っており、2013年度
は14億円を集めた。大口の寄付につい
ては、グローバル人材育成の具体的な
施策を示し、海外、特にアジアの企業
オーナーへの働きかけの強化が進んで
いる。

教員増、科目減で
より質の高い教育を

新しい価値を生む力を
大学院で育成

　2014年２月に設置された大学総合研

究センターは、評価・点検活動やIRに

よって高等教育機関としての自学のあり

方を考える「高等教育研究部門」と、

ICT授業活用を軸とした教育手法の研究

開発、FD等を行う「教育方法研究開発

部門」からなる（図表）。

　Vision 150においては、教育方法の

転換に関して数値目標達成の主要な役割

を担うほか、FDによる教育の質向上、

IRによる各施策の評価・支援などを通し

て中長期計画の遂行に携わる。

　2017年度までに100％をめざす「授

業の公開率」は、教育方法研究開発部門

が深く関わる項目だ。授業内容のオープ

ン化を大学として進めることにより、社

会に対して教育活動への理解や評価を求

める。個々の教員が自ずと授業を公開し

始め、学生は授業を選びやすくなるとい

う狙いがある。また、すでに世界中で公

開されている優れた教材を教員が主体的

に取り入れて教育の質向上を図り、授業

で実践・公開するというサイクルをつく

りたい考えだ。授業公開の方法は、学内

限定公開や同時中継など、目的や効果に

応じて、複数パターンを想定している。

　将来は学生の学修成果物も公開する方

針だ。永間事務長は「授業の質の高さと

学生の成長をセットで開示したい」と述

べ、ポートフォリオや論文・レポートな

どの公開方法を模索する。

　「対話型、問題発見・解決型の授業比

率」の向上については、反転授業の推進

を対策の一つとしている。各キャンパス

に映像収録施設や固定カメラ付きの教室

を増設するほか、自身のパソコンで映像

を作成できるソフトを提供し、授業の映

像化を支援する。このソフトは学生も使

うことができる。例えば学生数が多く、

授業時間内に全員にプレゼンテーション

をさせることが難しい授業において、プ

レゼンテーション動画を提出物として課

し、全員が閲覧できるようにするといっ

た、授業方法のバリエーションの拡大が

期待できる。ビデオ会議やチャットを

使って海外大学と共同で行う授業の導入

も推進中だ。

　従来、FD推進センターが担当してい

た機能を大学総合研究センターに統合。

教員の教育力向上支援に取り組む。年間

10数人の若手教員の研修受け入れ、講

師派遣などで協力を得てきたアメリカ・

ワシントン大学（シアトル）と、2014

年４月に協定を締結。反転授業やアク

ティブラーニングなどのプログラムを共

同開発するジョイントプロジェクトを開

始している。

　IRについては、センターが同大学初

の専門組織となる。システム・機能ごと

に分散するデータを統合し、解析するた

めの統合データウェアハウスの開発およ

び、現在学内のあらゆる組織で個別に行

われているIR活動の整理・統合のため

の検討を進めている。データを分析する

体制が整い次第、学部の学生数削減をは

じめとする施策の成果など、エビデンス

を基に推進会議に提言する役割を受け持

つ考えだ。

「早稲田ファン」を増やし
ベネフィットの裾野を拡大

俯瞰的な視点で全学の教育改善を支援
大学総合研究センターの役割

授業のオープン化を推進し
教育力向上を図る

初のIR専門組織として
進行中の計画にも提言
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大学総合研究センターと他組織の関連

連携

連携

教育手法
実践・FD

連携

高等教育研究部門
Center for Higher Education Research

（CHER）
●高等教育のあり方や理念の研究
●大学経営、入試に関する研究
●教育、経営に係る各種データの
　収集・分析（IR）

教育方法研究開発部門
Center for Teaching,Learning and Technology

（CTLT）
●教育方法論の研究
●教育手法開発・普及
● FD 推進

Global 
Education
Center

（GEC）

情報企画部

入学センター 研究推進部

経営企画課

大学総合研究センター
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